
　財務諸表に対する注記　

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）によっている。但し、取得価額と債券金額の差異に

　　ついて重要性が乏しい債券については、これを適用しない。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　定率法によっている。

（３）引当金の計上基準

　　　賞与引当金は、従業員に対する賞与の支給分に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額

　　を計上している。

　　　退職給付引当金は、給与規程等にもとづき、従業員の期末退職金の要支給額に相当する金額を計

　　上している。　　

（４）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

　　預金 447,600 390,821,650 160,000,000 231,269,250

　　投資有価証券 999,552,400 129,178,350 360,000,000 768,730,750

小　　　計 1,000,000,000 520,000,000 520,000,000 1,000,000,000

　特定資産

　　退職給付引当資産 30,342,474 2,534,412 6,347,246 26,529,640

　　運営強化資産 110,000,000 110,000,000 110,000,000 110,000,000

　　中部圏統計分析事業引当資産 63,844,603 120 13,722,767 50,121,956

　　航空事業引当資産 45,111,447 216 216 45,111,447

小　　　計 249,298,524 112,534,748 130,070,229 231,763,043

合　　　計 1,249,298,524 632,534,748 650,070,229 1,231,763,043

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に
　　対応する額）

　基本財産

　　預金 231,269,250 (231,269,250) (0) －

　　投資有価証券 768,730,750 (768,730,750) (0) －

小　　　計 1,000,000,000 (1,000,000,000) (0) －

　特定資産

　　退職給付引当資産 26,529,640 － － (26,529,640)

　　運営強化資産 110,000,000 (110,000,000) (0) －

　　中部圏統計分析事業引当資産 50,121,956 (50,121,956) (0) －

　　航空事業引当資産 45,111,447 (45,111,447) (0) －

小　　　計 231,763,043 (205,233,403) (0) (26,529,640)

合　　　計 1,231,763,043 (1,205,233,403) (0) (26,529,640)



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　容

　経常収益への振替額

　　目的達成による指定解除額

合　　　計

金　　額

9,878,044

9,878,044

100,000,000

合　　　計

29,178,350

100,000,000　デジタルクーポン型株価指数リンク円満債

768,730,750

取得価額

3,691,505

1,953,186

5,644,691合　　　計

　建物

　什器備品

98,064,000

780,929,200

▲2,330,000

29,020,300

97,670,000

12,198,450

1,099,50030,708,000

205,425,600

116,336,000

100,705,300

5,425,600

6,392,100

705,300

100,000,000

103,000,000

▲158,050

3,000,000

▲1,936,000　ＭＵＦＧｾｷｭﾘﾃｨｰｽﾞＥＭＥＡステップアップ債

　モルガンスタンレーMUFG証券インデックス連動債

　第16回（株）三菱ＵＦＪﾌｨﾅﾝｼｬﾙ·ｸﾞﾙｰﾌﾟ無担保社債

減価償却累計額 当期末残高

2,435,546

709,501

3,145,0472,499,644

1,255,959

1,243,685

時　　価 評価損益

科　　　目

種類及び銘柄 帳簿価額

  第15回武田薬品工業（株）無担保社債

  静岡県公募公債(平成25年度第3回)

200,000,000

109,943,900

　第164回住宅金融支援機構債券

　第60回利付国債

29,608,500

100,000,000
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